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【様式第1号】

自治体名：吉野町

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 12,089,204   固定負債 6,765,066

    有形固定資産 10,081,183     地方債 5,225,644

      事業用資産 7,078,806     長期未払金 -

        土地 2,598,016     退職手当引当金 1,480,025

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,640,445     その他 59,397

        建物減価償却累計額 -8,582,633   流動負債 691,289

        工作物 1,248,612     １年内償還予定地方債 581,857

        工作物減価償却累計額 -949,352     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 43

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 81,376

        航空機 -     預り金 7,381

        航空機減価償却累計額 -     その他 20,631

        その他 - 負債合計 7,456,354

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 123,718   固定資産等形成分 12,807,140

      インフラ資産 2,786,943   余剰分（不足分） -7,118,805

        土地 71,455

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 13,810,227

        工作物減価償却累計額 -11,111,176

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 16,438

      物品 977,114

      物品減価償却累計額 -761,681

    無形固定資産 19,648

      ソフトウェア 19,587

      その他 60

    投資その他の資産 1,988,374

      投資及び出資金 937,978

        有価証券 2,041

        出資金 123,077

        その他 812,859

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 53,103

      長期貸付金 14,080

      基金 985,004

        減債基金 216,614

        その他 768,390

      その他 -

      徴収不能引当金 -1,791

  流動資産 1,055,484

    現金預金 297,991

    未収金 33,392

    短期貸付金 619

    基金 717,317

      財政調整基金 713,064

      減債基金 4,252

    棚卸資産 7,073

    その他 -

    徴収不能引当金 -907 純資産合計 5,688,335

資産合計 13,144,689 負債及び純資産合計 13,144,689

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉野町

会計：一般会計等 （単位：千円）

    その他 34,563

純行政コスト 4,852,508

    その他 -

  臨時利益 34,563

    資産売却益 -

    資産除売却損 246,693

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 4,525,260

  臨時損失 361,811

    災害復旧事業費 115,118

  経常収益 253,894

    使用料及び手数料 104,753

    その他 149,142

      社会保障給付 320,221

      他会計への繰出金 541,903

      その他 4,176

        その他 17,033

    移転費用 2,082,985

      補助金等 1,216,685

      その他の業務費用 47,350

        支払利息 29,282

        徴収不能引当金繰入額 1,034

        維持補修費 59,988

        減価償却費 578,977

        その他 -

        その他 70,911

      物件費等 1,508,633

        物件費 869,667

        職員給与費 896,124

        賞与等引当金繰入額 81,376

        退職手当引当金繰入額 91,776

  経常費用 4,779,154

    業務費用 2,696,169

      人件費 1,140,187

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：吉野町

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 6,246,912 13,118,658 -6,871,746

  純行政コスト（△） -4,852,508 -4,852,508

  財源 4,286,080 4,286,080

    税収等 3,608,484 3,608,484

    国県等補助金 677,596 677,596

  本年度差額 -566,429 -566,429

  固定資産等の変動（内部変動） -321,691 321,691

    有形固定資産等の増加 616,220 -616,220

    有形固定資産等の減少 -769,033 769,033

    貸付金・基金等の増加 304,128 -304,128

    貸付金・基金等の減少 -473,006 473,006

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 5,724 5,724

  その他 2,128 4,449 -2,321

  本年度純資産変動額 -558,577 -311,518 -247,059

本年度末純資産残高 5,688,335 12,807,140 -7,118,805

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：吉野町

会計：一般会計等 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 7,543

本年度歳計外現金増減額 -161

本年度末歳計外現金残高 7,381

本年度末現金預金残高 297,991

    その他の収入 -

財務活動収支 151,255

本年度資金収支額 -149,299

前年度末資金残高 439,908

本年度末資金残高 290,610

  財務活動支出 575,045

    地方債償還支出 555,101

    その他の支出 19,944

  財務活動収入 726,300

    地方債発行収入 726,300

    貸付金元金回収収入 25,114

    資産売却収入 -

    その他の収入 73,800

投資活動収支 -311,913

【財務活動収支】

    貸付金支出 11,240

    その他の支出 -

  投資活動収入 568,821

    国県等補助金収入 46,021

    基金取崩収入 423,885

【投資活動収支】

  投資活動支出 880,734

    公共施設等整備費支出 601,206

    基金積立金支出 268,288

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 172,748

    災害復旧事業費支出 115,118

    その他の支出 57,629

  臨時収入 19,725

業務活動収支 11,359

  業務収入 4,374,607

    税収等収入 3,508,379

    国県等補助金収入 612,300

    使用料及び手数料収入 104,716

    その他の収入 149,212

    移転費用支出 2,192,567

      補助金等支出 1,326,267

      社会保障給付支出 320,221

      他会計への繰出支出 541,903

      その他の支出 4,176

    業務費用支出 2,017,658

      人件費支出 1,041,692

      物件費等支出 929,651

      支払利息支出 29,282

      その他の支出 17,033

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,210,225
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【様式第1号】

自治体名：吉野町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 20,457,108   固定負債 12,894,603

    有形固定資産 19,231,723     地方債等 9,393,388

      事業用資産 7,082,358     長期未払金 -

        土地 2,601,568     退職手当引当金 1,480,025

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 12,640,445     その他 2,021,190

        建物減価償却累計額 -8,582,633   流動負債 1,059,929

        工作物 1,248,612     １年内償還予定地方債等 894,500

        工作物減価償却累計額 -949,352     未払金 39,602

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 906

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 85,265

        航空機 -     預り金 19,026

        航空機減価償却累計額 -     その他 20,631

        その他 - 負債合計 13,954,532

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 123,718   固定資産等形成分 21,317,776

      インフラ資産 11,136,122   余剰分（不足分） -13,181,258

        土地 241,096   他団体出資等分 -

        建物 154,555

        建物減価償却累計額 -66,167

        工作物 26,316,631

        工作物減価償却累計額 -15,606,597

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 96,603

      物品 2,885,418

      物品減価償却累計額 -1,872,174

    無形固定資産 28,466

      ソフトウェア 28,405

      その他 60

    投資その他の資産 1,196,919

      投資及び出資金 131,118

        有価証券 2,041

        出資金 123,077

        その他 6,000

      長期延滞債権 69,840

      長期貸付金 14,080

      基金 985,004

        減債基金 216,614

        その他 768,390

      その他 -

      徴収不能引当金 -3,124

  流動資産 1,633,942

    現金預金 700,416

    未収金 68,399

    短期貸付金 619

    基金 860,050

      財政調整基金 855,798

      減債基金 4,252

    棚卸資産 7,073

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,614

  繰延資産 - 純資産合計 8,136,518

資産合計 22,091,050 負債及び純資産合計 22,091,050

全体貸借対照表
（平成31年3月31日現在）

 5



【様式第2号】

自治体名：吉野町

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 -

    その他 34,570

純行政コスト 7,117,409

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 823

  臨時利益 34,570

  臨時損失 362,634

    災害復旧事業費 115,118

    資産除売却損 246,693

    使用料及び手数料 314,623

    その他 159,667

純経常行政コスト 6,789,345

      社会保障給付 322,092

      その他 4,754

  経常収益 474,290

        その他 50,449

    移転費用 3,946,680

      補助金等 3,619,834

      その他の業務費用 152,298

        支払利息 98,675

        徴収不能引当金繰入額 3,174

        維持補修費 87,723

        減価償却費 910,799

        その他 1,021

        その他 73,060

      物件費等 1,974,229

        物件費 974,686

        職員給与費 938,933

        賞与等引当金繰入額 85,265

        退職手当引当金繰入額 93,171

  経常費用 7,263,635

    業務費用 3,316,955

      人件費 1,190,428

全体行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

自治体名：吉野町

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 8,643,983 21,822,046 -13,178,063 -

  純行政コスト（△） -7,117,409 -7,117,409 -

  財源 6,604,914 6,604,914 -

    税収等 4,516,097 4,516,097 -

    国県等補助金 2,088,817 2,088,817 -

  本年度差額 -512,495 -512,495 -

  固定資産等の変動（内部変動） -514,442 514,442

    有形固定資産等の増加 748,125 -748,125

    有形固定資産等の減少 -1,100,855 1,100,855

    貸付金・基金等の増加 324,176 -324,176

    貸付金・基金等の減少 -485,888 485,888

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 5,724 5,724

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -694 4,449 -5,143

  本年度純資産変動額 -507,465 -504,270 -3,196 -

本年度末純資産残高 8,136,518 21,317,776 -13,181,258 -

全体純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：吉野町

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 7,543

本年度歳計外現金増減額 -161

本年度末歳計外現金残高 7,381

本年度末現金預金残高 700,416

財務活動収支 -19,938

本年度資金収支額 -69,686

前年度末資金残高 762,721

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 693,034

    地方債等償還支出 829,994

    その他の支出 19,944

  財務活動収入 830,000

    地方債等発行収入 830,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 75,474

投資活動収支 -427,041

【財務活動収支】

  財務活動支出 849,938

    その他の支出 -

  投資活動収入 595,686

    国県等補助金収入 71,212

    基金取崩収入 423,885

    貸付金元金回収収入 25,114

  投資活動支出 1,022,727

    公共施設等整備費支出 733,111

    基金積立金支出 278,376

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 11,240

    災害復旧事業費支出 115,118

    その他の支出 58,452

  臨時収入 19,732

業務活動収支 377,293

【投資活動収支】

    税収等収入 4,380,918

    国県等補助金収入 1,971,182

    使用料及び手数料収入 374,153

    その他の収入 159,761

  臨時支出 173,571

    移転費用支出 4,056,703

      補助金等支出 3,728,591

      社会保障給付支出 322,092

      その他の支出 6,020

  業務収入 6,886,014

    業務費用支出 2,298,179

      人件費支出 1,090,853

      物件費等支出 1,059,041

      支払利息支出 98,675

      その他の支出 49,610

全体資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,354,883
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【様式第1号】

自治体名：吉野町

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 23,936,754   固定負債 15,497,902

    有形固定資産 22,107,358     地方債等 10,325,554

      事業用資産 9,487,239     長期未払金 5,242

        土地 3,027,383     退職手当引当金 2,000,906

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 16,252,781     その他 3,166,200

        建物減価償却累計額 -10,275,185   流動負債 1,373,018

        工作物 1,447,298     １年内償還予定地方債等 992,254

        工作物減価償却累計額 -1,090,739     未払金 151,678

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 906

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 155,758

        航空機 -     預り金 24,747

        航空機減価償却累計額 -     その他 47,676

        その他 - 負債合計 16,870,921

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 125,701   固定資産等形成分 24,965,572

      インフラ資産 11,136,122   余剰分（不足分） -15,526,715

        土地 241,096   他団体出資等分 -

        建物 154,555

        建物減価償却累計額 -66,167

        工作物 26,316,631

        工作物減価償却累計額 -15,606,597

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 96,603

      物品 3,903,718

      物品減価償却累計額 -2,419,721

    無形固定資産 31,720

      ソフトウェア 31,660

      その他 60

    投資その他の資産 1,797,676

      投資及び出資金 11,808

        有価証券 2,041

        出資金 9,767

        その他 -

      長期延滞債権 70,348

      長期貸付金 14,080

      基金 1,644,943

        減債基金 216,614

        その他 1,428,328

      その他 59,658

      徴収不能引当金 -3,162

  流動資産 2,373,025

    現金預金 1,052,226

    未収金 279,397

    短期貸付金 619

    基金 1,028,200

      財政調整基金 1,023,948

      減債基金 4,252

    棚卸資産 14,882

    その他 326

    徴収不能引当金 -2,625

  繰延資産 - 純資産合計 9,438,858

資産合計 26,309,778 負債及び純資産合計 26,309,778

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉野町

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 10,119,950

    業務費用 5,214,459

      人件費 2,256,693

        職員給与費 1,846,632

        賞与等引当金繰入額 155,757

        退職手当引当金繰入額 126,137

        その他 128,166

      物件費等 2,763,492

        物件費 1,493,718

        維持補修費 110,300

        減価償却費 1,158,451

        その他 1,022

      その他の業務費用 194,274

        支払利息 103,275

        徴収不能引当金繰入額 3,212

        その他 87,787

    移転費用 4,905,491

      補助金等 2,760,711

      社会保障給付 2,125,649

      その他 19,130

  経常収益 1,553,410

    使用料及び手数料 1,331,787

    その他 221,623

純経常行政コスト 8,566,540

  臨時損失 650,507

    災害復旧事業費 115,118

    資産除売却損 246,693

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 288,696

  臨時利益 40,211

    資産売却益 461

    その他 39,750

純行政コスト 9,176,836
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【様式第3号】

自治体名：吉野町

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 10,324,243 26,534,201 -16,209,959 -

  純行政コスト（△） -9,176,836 -9,176,836 -

  財源 8,351,659 8,351,659 -

    税収等 5,371,952 5,371,952 -

    国県等補助金 2,979,707 2,979,707 -

  本年度差額 -825,177 -825,177 -

  固定資産等の変動（内部変動） -974,142 974,142

    有形固定資産等の増加 809,270 -809,270

    有形固定資産等の減少 -1,348,596 1,348,596

    貸付金・基金等の増加 389,103 -389,103

    貸付金・基金等の減少 -823,920 823,920

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 5,790 5,790

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -65,444 -604,726 539,282 -

  その他 -554 4,449 -5,003

  本年度純資産変動額 -885,385 -1,568,629 683,244 -

本年度末純資産残高 9,438,858 24,965,572 -15,526,715 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：吉野町

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 8,857,975

    業務費用支出 3,917,254

      人件費支出 2,118,545

      物件費等支出 1,610,665

      支払利息支出 103,275

      その他の支出 84,770

    移転費用支出 4,940,721

      補助金等支出 2,804,028

      社会保障給付支出 2,125,649

      その他の支出 11,044

  業務収入 9,495,949

    税収等収入 5,059,032

    国県等補助金収入 2,858,008

    使用料及び手数料収入 1,348,029

    その他の収入 230,879

  臨時支出 174,717

    災害復旧事業費支出 115,118

    その他の支出 59,599

  臨時収入 19,732

業務活動収支 482,989

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,125,623

    公共施設等整備費支出 788,421

    基金積立金支出 325,962

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 11,240

    その他の支出 -

  投資活動収入 653,728

    国県等補助金収入 87,787

    基金取崩収入 463,864

    貸付金元金回収収入 26,142

    資産売却収入 461

    その他の収入 75,474

投資活動収支 -471,894

【財務活動収支】

  財務活動支出 951,098

    地方債等償還支出 930,824

    その他の支出 20,274

  財務活動収入 861,625

    地方債等発行収入 861,485

    その他の収入 140

前年度末歳計外現金残高 8,956

本年度歳計外現金増減額 -77

本年度末歳計外現金残高 8,880

本年度末現金預金残高 1,052,226

財務活動収支 -89,473

本年度資金収支額 -78,379

前年度末資金残高 1,187,606

比例連結割合変更に伴う差額 -65,881

本年度末資金残高 1,043,346
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財務書類における注記 

 

1. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････取得原価 

② 満期保有目的以外の有価証券････････････････該当なし 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法に基づく原価法 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（重要性の乏しいファイナンス・リース取引を除く） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が

著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給

された額の総額を控除した額を計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（重要性の乏しいファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(8) 消費税の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 



15 

 

ただし、連結対象団体（会計）については税抜方式によっています。 

 

(9) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

ただし、連結対象団体（会計）については上記の限りではありません。 
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2. 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

変更なし 

 

(2) 表示方法の変更 

変更なし 

 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

変更なし 

 

3. 重要な後発事象 

 

(1) 主要な業務の改廃 

簡易水道事業について、平成 29 年度から上水道事業に統合となったため、平成 29 年度より簡易水道事業

特別会計は水道事業特別会計に統合されています。 

病院事業清算特別会計について、平成 28 年度の南奈良総合医療センター開院に伴い平成 27 年度末で国

民健康保険吉野病院が閉院となったため、平成28年度の一会計年度に限って臨時的に設置されました。平成

28 年度末をもって旧吉野病院事業の清算が完了したため、平成 29 年度からは廃止されています。 

 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

なし 

 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

なし 

 

(4) 重大な災害等の発生 

平成 29 年 10 月 21 日～22 日に発生した台風 21 号災害により、被災地域の工作物等において多大

な被害を受け、臨時損失として工作物等の滅失、原状回復費用等、その他復旧等に係る費用等の発生

が 171 百万円程度見込まれています。 

内、平成 29 年度分 54 百万円、平成 30 年度分 117 百万円 
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4. 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体(会計)名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失保証債務等 
総額 

損失補償等引当金 

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

公営企業会計 - 千円 - 千円 2,105,494 千円 2,105,494 千円 

一部事務組合等 - 千円 - 千円 899,371 千円 899,371 千円 

計 - 千円 - 千円 3,004,865 千円 3,004,865 千円 

 

(2) 係争中の訴訟等 

なし  
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5. 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 

① 財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

 

範囲 団体(会計)名 区分 連結方法 連結割合 

一般会計等 一般会計 ― ― ― % 

全体会計 国民健康保険特別会計 特別会計 全部 100 % 

全体会計 下水道事業特別会計 特別会計 全部 100 % 

全体会計 農業集落排水事業特別会計 特別会計 全部 100 % 

全体会計 介護保険特別会計(保険事業勘定) 特別会計 全部 100 % 

全体会計 介護保険特別会計(介護サービス事業勘定) 特別会計 全部 100 % 

全体会計 後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部 100 % 

全体会計 水道事業特別会計 公営企業会計 全部 100 % 

連結会計 奈良県市町村総合事務組合 
会館管理 一部事務組合・

広域連合 

比例 2.56 % 

公務災害 比例 2.93 % 

連結会計 吉野広域行政組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例 56.87 % 

連結会計 奈良広域水質検査センター組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例 3.75 % 

連結会計 奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例 - % 

連結会計 奈良県後期高齢者医療広域連合 
一般会計 一部事務組合・

広域連合 

比例 0.95 % 

特別会計 比例 1.02 % 

連結会計 南和広域医療企業団 
一部事務組合・

広域連合 
比例 14.00 % 

連結会計 奈良県広域消防組合 
一般会計 一部事務組合・

広域連合 

比例 1.63 % 

特別会計 比例 47.69 % 

連結会計 吉野町土地開発公社 第三セクター等 全部 100 % 

連結会計 吉野町社会福祉協議会 第三セクター等 全部 100 % 

 

② 一般会計等の対象範囲のうち、普通会計の対象範囲に含まれない特別会計はありません。 

 

③ 地方自治法第 235条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体(会計)との間で、出納整理期間に現金の受払等があっ

た場合は、現金の受払等が終了したものとして調整しています。 
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④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率 － ％ 

連結実質赤字比率 － ％ 

実質公債費比率 8.0 ％ 

将来負担比率 98.7 ％ 

 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額   231,004 千円 

 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額   

一般会計等 245,927 千円 

全体会計 262,927 千円 

会計 款 項 繰越理由 金額 

一般会計 総務費 情報管理費 繰越明許費 1,296 千円 

一般会計 農林水産業費 林業費 繰越明許費 2,000 千円 

一般会計 観光商工費 観光商工費 繰越明許費 1,190 千円 

一般会計 土木費 下水道費 繰越明許費 1,400 千円 

一般会計 土木費 住宅費 繰越明許費 9,941 千円 

一般会計 教育費 社会教育費 繰越明許費 167,500 千円 

一般会計 教育費 社会教育費 繰越明許費 7,600 千円 

一般会計 教育費 社会教育費 繰越明許費 55,000 千円 

下水道事業特別会計 下水道事業費 下水道事業費 繰越明許費 17,000 千円 
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(2) 貸借対照表に係る事項 

 

① 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額  4,726,420 千円 

 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模 3,221,015 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 611,125 千円 

将来負担額 10,153,997 千円 

充当可能基金額 1,378,665 千円 

特定財源見込額  87,300 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額  6,111,398 千円 

 

③ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

一般会計等 80,028 千円 

全体会計 80,028 千円 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 

一般会計等 △426,869 千円 

全体会計 △96,583 千円 

連結会計 △23,533 千円 

 

② 既存の決算情報との関連性 

一般会計等 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 6,129,362 千円 5,838,752 千円 

繰越金に伴う差額 439,908 千円 ― 千円 

資金収支計算書 5,689,453 千円 5,838,752 千円 
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地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対

し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としていますが、歳入歳出決算書と資金収支計算

書は相違ありません。 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 一般会計等 

資金収支計算書の業務活動収支 11,359 千円 

 投資活動収入の国県等補助金収入 46,021 千円 

 投資活動収入のその他の収入 73,800 千円 

 未収金の増減 25,771 千円 

 長期延滞債権の増減 △93 千円 

 減価償却費 △578,977 千円 

 賞与引当金の増減 △6,719 千円 

 退職手当引当金の増減 17,806 千円 

 徴収不能引当金の増減 △447 千円 

 資産除売却損 △189,064 千円 

 臨時利益 34,113 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △566,429 千円 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額は 500,000 千円です。利子額はありません。 

 

6. 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 15,014 千円 


